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平成29年度行政評価　施策評価シート　（平成28年度実績）

施策名 人権擁護の充実

施策コード 010102

　１．施策の担当

主管課

関係課

市長公室 人権推進課

総務課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画

政策

施策

節

第１章　市民と協働し、すべてのひとが

輝くまちづくり（自律・協働）

第１節　人権

人権擁護の充実

　基本方針

人権擁護に関する事業内容の広報、周知やあらゆる分野において人権尊重の視点に立った取り組みを進め、相談事業をはじめとし

た人権擁護の充実を図る。

　現況と課題

●人権に関する相談業務を実施し、各種団体や市民グループ、国、府及び人権関係団体との連携を強め、人権擁護を図っている

が、相談事業に関するより効果的な広報や周知の工夫が必要。

●個人情報保護制度の運用により、市民の権利や利益の保護が図られているが、より適切な個人情報の管理や利用のための啓発が

望まる。

●啓発活動も含め人権擁護委員の認知度を高めることによって、人権相談窓口等の周知がはかられ、人権擁護の充実につながると

考えられる。

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

市民

　意図（どのような状態にしたいのか）

市民ひとりひとりの人権が擁護されるまちづくり

　３．市民ニーズ

満足度（偏差値）

H26 H27 H28 H29 H30

重要度（偏差値）

H24

45.0

H25

28.9

　４．施策にかかるコスト

単位 H27決算 H28決算

コス

トの

内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

4,586 4,610

財源

内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他

一般財源１（＝フル

コストー特定財源）

一般財源２（＝直接

事業費ー特定財源）

千円

23,642 23,664

14,665 14,301

8,974 9,360

19,056 19,054

0 0

0 0

3 3

10,079 9,691

　５．施策の成果指標

成果指標１ 人権擁護委員の人数

項目 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29計画 H30計画

実績値

達成度

H24実績

9.0

100.0

10.0 10.0 10.0目標値 10.0 10.0

9.0 9.0 9.0 9.0 9.0

9.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

100.0 90.0 90.0 90.0

人権擁護委員の人数が増えること

により、市民の人権に関わる相談

に対して、解決を図るための体制

が充実する。

国の基準では、１０人が当市の定

数であり、各５中学校区に２人ず

つの体制を整える事を目標として

いる。

中学校校区ごとに２人、男女比１：１を目標。
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成果指標２ 人権擁護委員相談件数

項目 H24実績 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29計画 H30計画

目標値 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0

実績値 62.0 61.0 37.0 29.0 37.0

87.14 52.86 41.43 52.86

70.0 70.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

人権擁護委員による相談件数は、

相談事業をはじめとした人権擁護

が図られているかどうかの１つの

指標となる。

当初は相談件数の増加をめざして

いたが、人権擁護委員活動の周知

から人権相談へとつなげることを

めざすようにしたため目標値を一

定にした。

人権擁護委員の人権相談についてはまだまだ認知度が低

い。府内全体でも法務局での相談がほとんどで、各市町村

における人権擁護委員の人権相談の件数は非常に少ない。

達成度 88.57

成果指標３ 人権擁護委員の人権教室実施回数

項目 H24実績 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29計画 H30計画

目標値 6.0 7.0 8.0 9.0

実績値 6.0 9.0 11.0 12.0

100.0 128.57 137.5 133.33

10.0 11.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

主に小学３年生を対象に人権教室

を実施。いじめについて学習し、

人権擁護委員活動の周知も図って

いる。機会を増やすことにより、

人権擁護と、人権擁護委員の認知

が図れているかの指標となる。

全１３小学校での毎年実施をめざ

しているが、それぞれの学校の事

情もあるため、当面は１校ずつ増

加することをめざす。

人権擁護委員の人権教室は、毎年度校園長会を通じて人権

擁護委員自らＰＲしており、平成２８年度に全校実施達

成。なお、大木小学校は平成２７年度に１年生から４年生

に実施済。

達成度

成果指標４ 本人通知制度の事前登録者数

項目 H24実績 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績 H29計画 H30計画

目標値 99.0 120.0 130.0

実績値 99.0 106.0 211.0

100.0 88.33 162.31

140.0 150.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

住民票等の不正取得を防止しよう

という意識がどれだけ広まってい

るかを表すものではあるが、登録

者数の増加が個人情報をまもるこ

とにつながる。

啓発すべき人権課題は多岐にわた

るため毎年同じテーマでの啓発は

困難であり、登録も３年毎に更新

が必要であったが、平成２９年４

月から更新が不要となった。今後

はさらなる増加をめざす。

平成２４年度末で３２件だった。２５年度は町別懇談会等

で「本人通知制度」を重点的に啓発したものの登録者数は

伸び悩んでいた。ようやく、認知されつつあり、登録とい

う行動に結びついてきたようである。

達成度
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実績値



Ｂ19,1762,044 19,052 9,6923 01080020 相談事業

19,3544,610 19,054 9,691合計

Ｂ－2 01007100 人権啓発事業

施策に対する市民

ニーズ

施策を取り巻く状況

（法令等の動向、

国・府の政策の動

向、社会潮流など）

合計点

総合評価

（１０点中）（１０点中）（１０点中）（１０点中）

4444

2222

3333

　６．施策の事後評価

一次評価

（担当課に

よる評価）

判定項目 評価点 評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル

（過去の推移、周辺

市との比較なども含

む）

全小学校で人権教室を実施している市は、近隣では貝塚市（４年生）と泉佐

野市（３年生）だけである。各市特色があり、単純には比較できないが、本

市では１３小学校すべての小学３年生を対象に毎年実施することが目標。

個別の相談には、一定の市民ニーズに応えていると考えるが、人権教室も含

め、もっと人権擁護委員の認知度を高める必要がある。

法務省が中心となって施策を後押しする社会状況にある。

小学校での人権教室を通じて人権擁護委員の認知を図っており、地道に継続

していく必要がある。また、本人通知制度の登録者増に向け、啓発活動を工

夫する必要がある。

二次評価（政策推進課・行財政管

理課による評価）

三次評価（理事者による評価）

（４点中）（４点中）（４点中）（４点中）

（３点中）（３点中）（３点中）（３点中）

（３点中）（３点中）（３点中）（３点中）

　７．施策を構成する事務事業

ＢＢＢＢ

人権擁護委員の活動等の周知に努めること。

ＢＢＢＢ

人権擁護委員の活動等の周知に努めること。

本人通知制度の周知に努めること。

9点9点9点9点

ＡＡＡＡ

Ｂ1782,566 2 -1

一次評価

一般財源人件費 事業費

1 01004010 個人情報保護事務事業

事務事業 H28年度決算額

H29年度予算

事務事業名予算コード


